
 1

（別紙 2） 
建設技術研究開発費補助金総合研究報告書 

 
1．課題番号 第 6 号 
 
2．研究課題名 基礎地盤不飽和化による液状化対策工法の実証的研究 
 
3．研究期間 平成 23 年度～平成 24 年度 
 
4．代表者及び研究代表者、共同研究者 
代表者 畑中 宗憲 千葉工業大学・教授 
研究代表者 畑中 宗憲 千葉工業大学・教授 
共同研究者 吉田 正 東京ソイルリサーチ・東京支店技術調査部部長 
共同研究者 田部井 哲夫 東京ソイルリサーチ・統括管理部長 
共同研究者 乾 一幸 東京ソイルリサーチ・東京支店技術調査部課長 
共同研究者 安 浩輝 東京ソイルリサーチ・東京支店技術調査部係長 
 
5．補助金交付総額 18,000,000 円 
 
6．研究・技術開発の目的 
更地地盤を対象とした基礎地盤の液状化対策工法は各種開発され、2011 年 3 月 11 日に

発生した東北地方太平洋沖地震でも、それらの工法の有効性が検証されております。しかし、

既存建物がある基礎地盤の液状化対策工法は現在に至るもまだ有効な方法が開発されてい

ない。本研究は、既存建物がある基礎地盤の液状化対策工法の開発を目的とした。具体的に

は、基礎地盤を不飽和化して、地盤の液状化強度を増加させ、液状化による被害の低減を目

指すものである。不飽和化工法は、低コストで環境に優しく、戸建住宅の様な狭小な敷地で

も施工が可能などの利点があります。 
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7．研究・技術開発の内容と成果 
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１．研究概要 
 

1.1 研究開発の概要・目標 
 
（1）研究開発課題名 

基礎地盤不飽和化による液状化対策工法の実証的研究 
 
（2）研究開発の概要 

2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震にも見られるように、砂地盤の液状化によ

る土木及び建築構造物への被害は深刻である。浦安市や習志野市などでは多くの被害

住宅が未だに対策が立てられないままの状態にある。既存構造物のある基礎地盤の液

状化対策として、基礎地盤の飽和度を低下させて、地盤の液状化強度を増加させる基

礎地盤不飽和化工法についての基礎的研究が進められている 1～3）。 
本研究では、今までの研究成果を踏まえて、実地盤における地盤不飽和化システム

の有効性を実証し、地盤飽和度測定法の確立を目指し、さらに不撹乱試料採取により

実地盤の飽和度および液状化強度の確認を行うとともに、遠心載荷試験により地震動

による不飽和砂地盤の沈下特性の評価を目的とする。 
 
（3）研究開発の目標 

本研究の開発目標と課題の概要を図-1.1.1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1.1.1 研究開発の概要図 

課題③：不飽和化システムの確立 

・実砂地盤へのマイクロバブル水・空気注入実験

本工法の確証 

・飽和度測定法の検討 

開発目標１：飽和度設計法の確立 

開発目標２：施工計画の検討法の確立 

+

課題④：不飽和領域の評価法の確立 

課題②：不飽和砂地盤の液状化強度の評価 

・動的遠心載荷実験 

・不撹乱砂試料を用いた液状化強度試験 

課題①：実大規模での液状化被害低減効果の確認 



 4

1.2 研究開発の計画・方法 
 
（1）研究計画と方法 

課題に対する研究計画と方法を以下に示す。 
 

課題①：実大規模での液状化被害低減効果の評価 

実地盤実験で、地震動による不飽和地盤の液状化被害低減効果を把握するのは困難

なので、遠心載荷装置を利用して縮小模型で実大規模地盤を再現し、振動実験により

不飽和地盤の液状化被害低減効果について確認した。 
飽和地盤の液状化による沈下性状については既往の研究成果 4）5)が示されているが、

不飽和地盤の沈下特性については十分な成果が得られていない。本工法が有用である

ためには、液状化強度の増加だけではなく、地盤沈下の特性も定量的に把握する必要

がある。そこで、遠心載荷装置を用いた振動実験を行い、不飽和地盤の過剰間隙水圧

の上昇・蓄積、地盤の加速度応答および振動による地盤の沈下量について評価した。 
 

課題②：不飽和砂地盤の液状化強度の評価 

既往の研究では、再調整試料を用いた室内要素試験により、不飽和化による液状化

強度の増加を確認している。しかし、実地盤の不飽和化試料の液状化強度の評価につ

いては実施例が少なく不十分である 9)。本研究では、不飽和化した実地盤から凍結サ

ンプリングにより不撹乱試料を採取し、液状化強度を求めて地盤不飽和化の効果を確

認し、飽和度と液状化強度の関係を確認した。 
 

課題③：不飽和化システムの確立 

既往研究では、模型砂地盤における砂地盤の不飽和化システムの検討がなされてき

た。しかし、実地盤における施工実験事例 6～8)が少なく、不飽和化の設計・施工法の

確立には不十分である。本研究では、東北地方太平洋沖地震で液状化した地盤におい

て、不飽和化システムの適用性の確認を行った。 
 

課題④：不飽和領域の評価法の確立 

本工法では不飽和化領域を 3 次元的に把握する必要がある。そこで、現場実験にお

いて、注入井戸のほかに観測井戸を設置し、不飽和化領域把握のため、地盤の飽和度

を測定した。 
本工法の液状化被害低減効果は確実に飽和度を低下させることで保証される。その

為、飽和度を確認する手法は必要不可欠である。そこで、P 波速度による方法 9)、10)

および電気比抵抗による方法を検討するとともに、凍結サンプリングにより採取した

不撹乱試料を用いて飽和度を直接測定し、飽和度測定方法の評価を行った。 
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（2）開発研究の工程 
本研究計画の実施スケジュールを表-1.2.1 に示す。 
 
 

表-1.2.1 研究計画のスケジュール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

準備工 不飽和加振

試加振

事前調査

準備工

原位置飽和度実測

施
工
法

課
題
③

シ
ス
テ
ム
確
立

不
飽
和
化
の

地盤調査

井戸設置

不飽和化実験

課
題
④

評
価
法
の
確
立

不
飽
和
領
域
の

三次元空間の
モニタリング

原位置地盤
凍結サンプリング

　　　　　　　　　　　　　　　日程
　　研究項目

平成24年 平成25年

設
計
法

課
題
①

実大規模での液状化
被害低減効果の確認

（遠心載荷実験）

課
題
②

不飽和砂地盤の
液状化強度の評価
（液状化強度試験）

飽和加振（3ケース）

繰返し3軸試験

（飽和）

注水井，揚水井，観測井

準備工

↓気泡注入開

（マイクロバブル水，空気）

センサー設置

注入前の測定 （飽和度の経時変化）

乱さない試料採取

（注入後地盤）

PS，飽和度

（不飽和）

飽和地盤 不飽和地盤

PS，飽和度
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1.3 研究課題の実験内容 
 

研究課題に対する具体的な実験内容を表-1.3.1 に示す。同表には各研究課題に対応

する次章「2.研究結果」の該当項目を記載している。 
 

表-1.3.1 研究課題と実験内容の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

開発
目標

課題 研究課題
具体的

実験内容
次章「2.研究結果」

該当項

①
実大規模での
液状化被害低
減効果の確認

動的遠心載荷実験 2.1 動的遠心載荷実験結果

②
不飽和砂地盤
の液状化強度
の評価

凍結サンプリング
試料を用いた液状

化強度試験
2.4 原位置飽和度と液状化強度の測定結果

③
不飽和化シス
テムの確立

地盤調査，井戸設
置と気泡注入実験

2.2 実験地盤の調査結果
2.3 地盤の不飽和化実験結果

④
不飽和領域の
評価法の確立

モニタリングと原
位置飽和度実測

2.3 地盤の地盤不飽和化実験結果
2.4 原位置飽和度と液状化強度の測定結果

設
計
法

施
工
法
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1.4 産官学テーマ推進委員会 
 
本研究は、産業分野関係者、官公庁分野関係者、学識経験者によるテーマ推進委員

会を組織し、開発内容の有効性の確認と、開発成果の具体的な事業化計画の作成を目

指した。委員会委員名簿を表-1.4.1 に示し、各回委員会の実施日と検討内容を表-1.4.2
に示す。 

 
表-1.4.1 産官学テーマ推進委員会委員名簿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1.4.2 実施日と検討内容 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

実施回 実施日 検討内容

第1回 2012.4.3 研究方式に関する検討

第2回 2012.6.22
研究の中間報告及び今後の研究計画に関する検討
及び事業化計画に関する検討

第3回 2012.12.12 実証実験方法に関する検討

第4回 2013.3.19 最終報告及び成果の事業化に向けた検討

氏　名 分　類 所属

加倉井　正昭 学 東京理科大学工学部第一部　建築学科　客員教授

秋葉　正一 学 日本大学生産工学部　土木工学科　教授

新井　洋 官
国土交通省　国土技術政策総合研究所　建築研究部
構造基準研究室　主任研究官

江川　幸成 官 習志野市　都市整備部　住宅課　主幹

内田　明彦 産
株式会社竹中工務店　技術研究所
地盤基礎部門　主任研究員

工藤　賢二 産
積水ハウス株式会社　施工部管理室
施工企画グループ　基礎構造東京チーム長　課長
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２．研究結果 
 
2.1 動的遠心載荷実験結果 

 
2.1.1 実験装置と実験方法 
 
（1）実験装置の概要 

遠心載荷実験は、実物大構造物を幾何学的に縮小した模型地盤に、所定の遠心加速

度を与え、一次元（水平方向）動的加振を行い模型や地盤の挙動を調べるものである。 
今回実験に用いた大型動的遠心力載荷実験装置 11)を図-2.1.1、表-2.1.1 に示す。実

験土槽及びカウンタ－ウエイトを取り付けた揺動架台は、回転腕が回ると水平面に振

り上がる構造となっている。動的遠心載荷実験は、（公益社団法人）土木研究所の遠心

載荷試験装置を借用して行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.1 大型動的遠心載荷実験装置 11) 
 

表 2.1.1 実験装置の仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

揺動架台 

回転腕 

加振装置

揺動架台 

有効回転半径 6600mm

静的試験：150G

動的試験：100G

最大積載容量 400 ton-G

静的試験：両側

動的試験：片側

幅2400mm,奥行き1300m

高さ1000mm

台の大きさ 幅1700mm,奥行き1000mm

最大加振容量 40　ton-G

最大加振加速度 40G

最大速度 900mm/s

最大変位 ±5mm

加振周波数 10～400　Hz

光り伝送方式

測定点数 120ch
計測器

遠心力載
荷装置

最大遠心加速度

揺動架台　2台

容量の載荷スペース

加振装置
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実験に用いたせん断土槽を写真-2.1.1 に示す。土槽内側には防水用ゴムシート（厚

さ 0.5mm）を設置した。 
 
 
・土槽内寸：幅 750mm 

奥行き 377mm 
高さ 500mm 

 
 
 
 
 

            写真-2.1.1 実験に用いたせん断土層 
 
遠心載荷実験において、縮小されて作製した模型や地盤と実現象との間の相似則を

表-2.1.2 に示す。今回の遠心載荷実験は 50G 場で行った。 
せん断土層内のセンサー配置図を図-2.1.2 に示す。センサーとしては、加速度計、

間隙水圧計、土壌水分計、標点を設置した。 
 
＜模型地盤の仕様＞ 
  ･模型仕様：幅 750mm、奥行き 377mm、深さ 2005mm 
  ･実物換算：幅 37.5m、奥行き 18.9m、深さ 10m 
 

表-2.1.2 遠心載荷実験における相似則 
 
 
 
 
 
 
 

（2）模型地盤（不飽和地盤及び飽和地盤）の作成方法 
地盤材料は図-2.1.3、表-2.1.2 に示す７号硅砂を使用した。模型地盤は、せん断土槽

内に厚さ 200mm の支持層と、飽和層・不飽和層を作製した。支持層は７号硅砂を用

い、相対密度を Dr=90%に締固めて作成した。 
飽和層と不飽和層は、空中落下方法により作製した。投入砂の重量と体積を測定し、

相対密度を算定することで、密度管理を行った。 
 

 
表 2.1.2 7 号硅砂の物理特性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.4 7 号硅砂の粒径加積曲線 

遠心時 加振時 動的現象 浸透現象

実　物 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

模　型 1 １/N N N １/N
３

１/N
２ 1 1 １/N １/N

２

応力 ひずみ
時　　間

項　目 密度 長さ
加速度

質量 力

防水用ゴムシート

1E-3 0.01 0.1 1 10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

 

粒   径 (mm)

通
過
質

量
百
分
率
 
(
%
)

 7号硅砂

7号硅砂

2.624

礫分含有率　(%) 0
砂分含有率　(%) 97.1
シルト分含有率　(%)
粘土分含有率　(%)
均等係数　Uc 1.50

平均粒径D50　(mm) 0.162

最大乾燥密度　ρdmax(ｇ/ｃｍ2) 1.573

最小乾燥密度　ρdmin(ｇ/ｃｍ2) 1.236

2.9

土粒子密度　ρs(ｇ/ｃｍ2)

粒度

密度

物理

項目
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図-2.1.2 センサー配置図 

7 号硅砂 

模型スケール（mm） 
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模型地盤の作成において、飽和地盤の間隙水は脱気水を使用し、不飽和地盤の間隙

水は MB 水を使用した。 
 
① 和地盤の作製 
地盤の飽和方法は、地盤作製後に土槽全体を脱気槽にいれ、真空ポンプで約

98kN/m2の負圧を与え、脱気槽がほぼ真空状態になったのを確認したのち、差圧（10 
kN/m2 程度）により、脱気水を地盤表面にゆっくり（約 12 時間かけて）滴下する方

法で行った。 
 
②不飽和地盤の作製 
作製方法の概要を以下に示す。 
(a) 重力場の真空土槽内で間隙水を滴下し、飽和地盤を作製する。 
(b) 遠心重力 20G の状態で、排水電動弁を開き間隙水を排水させる。 
(c) 地盤内にマイクロバブル水を外部タンクから土槽底面へ速やかに注水した。 
(d) 所定の水位まで上昇させた時点で、排水弁を閉じる。 
上記手順において、遠心加速度 20G で注排水を行った理由は、地盤の過圧密を避け

るためである。遠心加速度 50G における飽和地盤底面の有効上載圧は、遠心加速度

20G の不飽和地盤の有効上載圧に相当する。また、遠心場で間隙水の排水が容易とな

る効果もある。間隙水の注排水は、土槽底面に取付けた電動式バルブを遠隔操作で開

閉することで行った。 
 

③地盤の初期地下水位調整 
地盤飽和時の地下水位調整は、重力場にて行った。水位調整方法は、土槽底面から

立ち上げた排水管（シンフレックスチューブ）先端の高さを任意の地下水位面に固定

し、余分な水を排水することで調整を行った。一方不飽和地盤の地下水位調整は、土

槽底面からマイクロバブル水を注水し、土槽底面の間隙水圧計で水位をモニターし、

所定の水位へ到達した時点で、注水弁を閉じる方法で行った。 
 

（3）住宅模型 
住宅模型は、遠心重力場での設置荷重が、住宅荷重相当の 1.5t/m2 程度になるよう

調整したセメント製模型を使用した（写真-2.1.2 参照）。セメント製模型内には曲げ耐

力を補強するため、金網を敷設した。 
住宅模型上面には加速度計、ポテンショメータ式の変位計及びレーザー変位計を設

置し、模型住宅の加速度、沈下量と水平変位量を測定した。 
 
 
＜住宅模型の仕様＞ 
  ･模型仕様：幅 100mm 

奥行き 374mm 
高さ 15.5mm 
質量 1346g 

  ･実物換算：幅 5.000m 
奥行き 18.700m 
高さ 0.775m 
質量 168.3ton 

 
 

写真-2.1.2 住宅模型（セメント製模型） 
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（4）計測項目と計測方法 
計測項目を表-2.1.4 に整理するとともに、取り付け状況を写真-2.1.3 に示した。 
表-2.1.4 計測項目一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                写真-2.1.3 変位計の取り付け状 
データの収録方法を表-2.1.5 に整理した。 

表-2.1.5 データ収録方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地盤の飽和度測定には土壌水分計を用いた。土壌水分計は、本体部から発振された

高周波を 2 本のステンレスロッドで受信し、土壌のインピーダンス差のよって生じる

干渉反射波の振幅を電圧として出力し、その誘電率を測定するものである。 
今回測定には、写真-2.1.4 に示す 2 種類の土壌水分計を用い、地表部と地中部の測

定を行った。なお、地中測定は不飽和地盤のみ実施した。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地表測定用（TR1、2）           地中測定用(CS1、2) 
 

写真-2.1.4 土壌水分計（設置状況） 
 
 

計測器 設置位置 数量 備考

住宅模型 1

地盤 18

加振テーブル 2

間隙水圧計 地盤 18

地盤 2 鉛直1,水平1

住宅模型 3 鉛直2,水平1

地表部 1～2 TRIME-ES

地中部 2 CS-616

地表面 24

住宅模型 4 4隅

加速度計

変位計

土壌水分計

標点

実験過程
サンプリング

周波数
計測時間

①遠心加速度上昇時 0.5Hz 任意

②不応和層作成時 0.5Hｚ 任意

③加振時 5.000Hz 最大30秒

④遠心加速度下降時 0.5Hz 任意

TRIME-ES
（東北電子産業株式会社） 

CS616
（株式会社フィールドプロ） 



 13

（5）加振方法 
動的遠心載荷実験は、50G の遠心場において、飽和と不飽和の砂地盤模型に対し、

所定の加速度振幅で加振実験を行った。実験は表-2.1.6 に示す 4 ケースを実施し、ケ

ース 1~3 は飽和地盤の実験で、ケース 4 は不飽和地盤の実験を行った。また、各ケー

スの中で数回のステップに分け加振条件を変化させた実験を行った。ステップ加振毎

に地盤の沈下量を測定し、各ステップ加振前の地盤の相対密度を算出した。 
入力波は、sin 波（主要動 15 波、 50Hz）とし、図-2.1.6 に一例を示す。 
 

表-2.1.6 遠心載荷実験ケース一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.6 入力波形の一例（振動台測定） 

予備 1 100
(飽和)

脱気水 60 - - - - -

1 63 498 -379 273

2 78 122 -111 101

3 86 253 -180 190

1 64 212 -199 171

2 77 216 -191 178

3 82 143 -143 119

4 83 95 -86 76

1 63 81 -80 69

2 74 85 -190 83

3 76 258 -192 128

4 85 304 -297 201

1 63 38 -52 36

2 64 242 -173 182

3 70 258 -196 208

4 75 314 -286 269

5 80 405 -450 392

STEP
作製時

相対密度
Dr（％）

sin波
15波
50Hz

間隙水

脱気水

脱気水

脱気水

マイクロ
バブル水

59

4
89

（不飽和）
59

59

2
100

(飽和)
60

1
100

(飽和)

3
100

(飽和)

入力
波形

最大
加速度

 (gal)

最小
加速度

 (gal)

絶対値
平均加速度

(gal)

CASE
地盤

飽和度
  Sr（％)

加振前
相対密度

 Dr (%)

加振条件

注）表中加速度は振動台の測定値
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2.1.2 実験結果 
実験結果は、遠心重力場(50G)の測定データを、実物換算して整理した。すなわち、

前述の相似則に基づき、変位や時間の測定値は 50 倍、加速度の測定値は 1/50 倍、圧

力は 1 倍とした。 
 

（1）地盤飽和度の測定結果 
不飽和地盤で実験を行ったケース 4 においては、実験中の地盤飽和度推移を土壌水

分計で測定した。地盤中の飽和度測定の例を図-2.1.7 に示す。これによると地盤中の

飽和度は、実験中 Sr=84～90％の範囲で、平均 87％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.7 模型地盤中の飽和度推移の測定結果例（地中測定 CS-616） 
 
（2）加速度と過剰間隙水圧比の測定結果 

加速度計と間隙水圧計の設置位置を図-2.1.9 に示す。図中測線①~③の加速度と過剰

間隙水圧比の時刻歴を図-2.1.10（1）～（3）に示す。黒線が飽和地盤、赤線が不飽和

地盤である。同図は飽和地盤と不飽和地盤を比較するため、加速度レベルが 170～
180gal でほぼ同じであった CASE2 STEP1 と CASE4 STEP2 の結果を用いた。 

 
① 加速度の傾向 
加速度応答は、飽和地盤の地表面近くでは、応答が非常に小さくなる傾向にあり、

液状化した挙動特性を示した。不飽和地盤では、入力加速度の応答が減少することな

く地表面まで加速度が伝わっており、液状化していない挙動を示した。この事は、不

飽和地盤の場合、建物への加速度による影響を考慮する必要があることを示唆してい

る。 
 

② 過剰間隙水圧比の傾向 
過剰間隙水圧比は、不飽和地盤は飽和地盤に比べて、上昇が遅く、そして、上昇量

が小さい。さらに、建物直下である側線②と自由地盤である側線①の過剰間隙水圧比

を比べると、同じ深さでは建物直下の過剰間隙水圧比が小さい。これは、建物の自重

による拘束圧の影響を受けているためと考えられる。 
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図-2.1.9 加速度計と間隙水圧計の設置位置 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.10（1）応答加速度と過剰間隙水圧比の経時変化（側線①） 

地盤 
（飽和、不飽和） 

測線

測線
測線
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図-2.1.10（2）応答加速度と過剰間隙水圧比の経時変化（側線②） 
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図-2.1.10（3）応答加速度と過剰間隙水圧比の経時変化（側線③） 
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（3）地盤及び住宅模型の沈下 
加振後に測定した地盤及び住宅模型の沈下量を表-2.1.7 にまとめた。飽和地盤と不

飽和地盤の沈下量の比較を図-2.1.11 に示す。比較には入力加速度レベルがほぼ同じ

（170～180gal）CASE2 STEP1 と CASE4 STEP2 の結果を用いた。なお同図にある

相対沈下量と住宅模型の傾斜は、以下の式で定義した。 
 
・相対沈下量＝（住宅模型の沈下量）－（自由地盤の沈下量） 
      ＝（DV2 と DV3 の平均）－（DV1） 
 
・住宅模型の傾斜＝（住宅両端の沈下量の差）／（建物幅） 

＝（DV3－DV2）／（DV2 と DV3 の距離 4m） 
 
自由地盤と住宅模型の沈下量は、飽和地盤に比べ、不飽和地盤が小さくなっている。

また、住宅模型と自由地盤の相対沈下量、および住宅模型の傾斜では、飽和地盤で相

対沈下量と傾斜が大きく発生しているのに対し、不飽和地盤では殆ど発生していない。 
 

表-2.1.7 地盤と住宅模型の沈下量の測定結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支持地盤面
自由地盤
変位計

1 63 273 348 0.360 0.231 0.741

2 78 101 124 0.160 0.170 0.219

3 86 190 220 0.082 0.035 0.124

1 64 171 198 0.300 0.242 0.694

2 77 178 204 0.130 0.110 0.336

3 82 119 159 0.024 -- 0.024

4 83 76 105 0.014 0.015 0.020

1 63 69 92 0.244 0.184 0.247

2 74 83 107 0.055 -- 0.084

3 76 128 151 0.085 -- 0.169

4 85 201 229 0.080 0.149 0.211

1 63 36 57 0.005 -0.049 0.006

2 64 182 224 0.145 0.001 0.166

3 70 208 255 0.122 0.005 0.136

4 75 269 305 0.124 0.075 0.137

5 80 392 384 0.175 0.035 0.162

相対密度
加振前
 Dr (%)

入力加速度（gal）

振動台

CASE STEP
地盤

飽和度
  Sr（％)

4
89

（不飽和）

2
100

(飽和)

1
100

(飽和)

3
100

(飽和)

住宅模型
平均

自由地盤
評点測定

最終沈下量（ｍ）
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図-2.1.11 地盤と住宅模型の沈下量（例） 

飽和地盤 （CASE2 STEP1）入力加速度 171gal 
不飽和地盤（CASE4 STEP2）入力加速度 182gal 

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

沈
下
量

（
ｍ
）

自由地盤の沈下量（DV1）

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

沈
下
量
（
ｍ
）

住宅模型の平均沈下量（DV2とDV3の平均）

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

相
対
沈
下
量

（
ｍ
）

相対沈下量（住宅模型平均－自由地盤）

-0.05

-0.04

-0.03

-0.02

-0.01

0.00

0.01

0 10 20 30 40 50

住
宅
模
型
の

傾
斜

時間(sec）

住宅の傾斜（DV3－DV2）／4ｍ

飽和

飽和

飽和

飽和

不飽和

不飽和

不飽和

不飽和



 20

（4）実験全ケースのまとめ 
図-2.1.12 は地盤及び住宅模型の最終沈下量と入力加速度の関係に及ぼす地盤の飽

和度の影響を示している。入力加速度がほぼ同じ約 200gal での結果をみると、不飽

和地盤は飽和地盤の約半分以下の沈下量を示している。なお、住宅模型の沈下量は自

重の影響もあり自由地盤の沈下量に比べ大きな値を示している。 
また、図-2.1.13 は飽和地盤における、自由地盤の最終沈下量と入力加速度の関係に

及ぼす相対密度の影響を示している。相対密度が高くなるにつれ最終沈下量が小さな

値を示し、相対密度の増大も沈下量の抑制に有用であることを再確認するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.13 最終沈下量と入力加速度及び飽和度の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.1.12 自由地盤における最終沈下量と入力加速度及び相対密度の影響 
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2.2 実験地盤の調査結果 
 
2.2.1 地盤特性 

 
（1）実験地の位置 

実験地は、千葉県習志野市芝園 2-1-1 の千葉工業大学茜浜運動施設内に位置する（図

-2.2.1、-2.2.2 参照）。事前調査地点ではＮ値を 1ｍ毎、深度 20ｍまで実施し、追加（事

後）調査地点では、Ｎ値を 0.5ｍ毎、深度 8ｍまで実施した。また、地盤不飽和化の事

後Ａ地点と事前Ｂ地点においては、それぞれ深度 8ｍ付近の粘性土から不撹乱試料を

採取し、圧密試験を実施した。また、掘削孔を利用してＰ波速度を測定し、地盤不飽

和化前後で比較を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.1 実験地（千葉工業大学茜浜運動施設内） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験地

図-2.2.2 ボーリング調査位置図 
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（2）地盤調査の方法 
 
① 機械ボーリング 

事前に実験地の地盤特性を把握するため機械ボーリングによる地盤調査を実施

した。機械ボーリングは図-2.2.3 に示すロータリー式オイルフィード型ボーリング

機械を用いて行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.3 使用ボーリング機械 
 
② 標準貫入試験 

標準貫入試験は、JIS-A-1219「自動落下法」に基づき、事前調査地点では 1m
毎で実施し、追加調査地点では 0.5ｍ毎で実施した。 

 
③不撹乱試料の採取 

粘性土の不撹乱試料の採取は、地盤工学会基準に基づいたトリプルチューブサン

プラー（ロータリー式三重管サンプラー、JGS 1223-2003）を用いた。 
 
④Ｐ波測定 

Ｐ波測定は、ダウンホール法により測定した。事後調査は S 波測定も実施した。 
 
⑤室内土質試験 

室内土質試験は JIS 規格及び JGS 基準に準拠して以下の試験を実施した。 
・土粒子の密度試験 JIS A 1202-2009 
・含水比試験     JIS A 1203-2009 
・粒度試験     JIS A 1204-2009 
・液性･塑性限界試験 JIS A 1205-2009 
・湿潤密度試験 JIS A 1225-2009 
・圧密試験     JIS A 1217-2009 
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（3）地盤調査の結果 
 

① 地形地質概要 
実験地は、 図-2.2.4 に示すように、昭和 44 年以降の海域埋立地で、2011 年東北地

方太平洋沖地震による液状化履歴地 12）に該当する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.4 実験敷地の液状化履歴と土地条件図 12） 
 

② 実験地の地盤構成 
調査結果を図-2.2.5 の土層断面図にまとめ、地盤構成の特徴を以下に示す。 
地表より深度 2ｍまでは粘性土からなる盛土が分布し、瓦礫を多量混入する。今回

の不飽和化実験対象を含む深度 2～7ｍは、埋立土の砂質土が分布し、暗灰～暗黄褐色

の細砂、シルト質細砂から構成される。N 値は上部の深度 2～5ｍ間で N=5～9、中部

の深度 5～6ｍ間で N＝15～20、下部の深度 6～7ｍで N＝7～14 を示す。さらに下位

の深度 7～9ｍ間には埋立土の粘性土が分布し、 N＝0～3 の粘土質シルトや砂質シル

トで構成される。 
その下位は、第四紀完新世の沖積層の砂質土と粘性土が交互に出現し、深度 15ｍ以

深では N 値が深度方向に増加する。さらに深度 15ｍより第四紀更新世の洪積層が出

現する。 
 

③ P 波測定結果 
地盤不飽和化前後の P 波の測定結果を図-2.2.6 に示す。不飽和化前の Vp は深度 3

ｍ以深で水中伝搬速度（≒1500m/s）程度を示すが、不飽和化後は Vp＝1000m/s 程

度に低下している。 
 

④ 室内土質試験結果 
ボーリング調査において採取した標準貫入試験試料（乱した試料）および不撹乱試

料を用いて室内試験を実施した。図-2.2.7 に土性図を示す。不飽和化対象の Fs 層に該

当する深度 3～6ｍは砂質土優勢で、細粒分は概ね 20％含有している。また、不飽和

化前後の Fc 層より採取した粘性土の圧密試験結果を図-2.2.8 にまとめた。圧密降伏応

力は、有効土被り圧を若干上回る程度の正規圧密状態にあり、不飽和化前後で顕著な

変化はみられない。 
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図-2.2.5 実験地の土層断面図（V:1/200、H:1/100） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.6 PS 検層結果 
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図-2.2.7 実験敷地の土性図 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2.2.8 不飽和化対象層直下の粘土層の圧密試験結果（不飽和化前後の比較） 
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2.2.2 実験井戸の概要 
（1）井戸設置作業 

実験ヤードにおける井戸の配置断面状況を図-2.2.9 に示す（平面図は前述図-2.2.2
参照）。なお、注入井戸 2 は計画時では揚水井戸としたが、結果的には、揚水による

地下水低下が懸念されたため、揚水は実施せずに、注入井戸 2 として利用した。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.9 井戸の配置断面状況 
 
① 観測井の設置 
観測井の仕様を写真-2.2.1 に示す。観測井は塩ビ管 VP100 を使用し、スクリーン深

度は深度 3.00～6.50ｍとした。継手部分に電気抵抗観測用の電極を深度方向 50 ㎝間

隔で 3～5 箇所に設置した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2.2.1 観測井の仕様 
 
② 注入井の設置 
注入井は鋼管 100A を用い、スクリーン深度は深度 3.5～4.5ｍと深度 5.5～6.5ｍと

した。 
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2.3 地盤の不飽和化実験結果 
 
2.3.1 マイクロバブル水および空気の注入実験結果 
地盤を不飽和化するため、マイクロバブル水（以下 MB 水と表示）および空気を地

盤中へ注入する実験を行った。なお、ＭＢ水は微細気泡（気泡径 10μ程度）と水の混

合液である。以下に実験結果の概要を示す。 
 
（1）注入装置の概要 

 
① MB 水注入装置 
MB 水（マイクロバブル水）の発生には、図-2.3.1 に示す MB 水発生装置 13）を使用

した。また、MB 水の注入には図-2.3.2 に示す注入装置を用いた。図-2.3.3 にＭＢ水

作成例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3.1 MB 水発生装置の概要 13）        図-2.3.2 MB 水注入装置 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.3 ＭＢ水の作成例 
 
② 空気注入装置 
空気注入は、エアコンプレッサーの圧縮空気を制御装置で調整し、図-2.3.2 の先端

ノズルの吐出孔より空気注入を行った。 

ＭＢ発生前 ＭＢ発生後 

パッカー 

パッカー 
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（2）MB 水および空気の注入実験結果 
注入実験は、表-2.3.1 に示す 3 種類の方法（①ＭＢ水注入、②空気注入、③ＭＢ水水

頭圧注入）で注入を行った。それぞれの注入結果の概要を以下にまとめた。 
表-2.3.1 注入工程 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①ＭＢ水注入「注入井 1」 
注入井 1 においてＭＢ水の注入を 3 回実施した。図-2.3.4 に各注入回の開始時を初期

とした経時変化を示す。注入初期における傾向は、1 回目に比べ 2 回目、3 回目の方が

注入量の低下が大きい。今回の実験結果から、土粒子間に残留する気泡が、2 回目注入

以降の地盤の透水性を低下させていることが考えられる。室内における模型地盤の注入

実験でも同様の傾向が確認されている。 
②空気注入「注入井 1」 
注入結果を図-2.3.5 に示す。空気注入圧は注入深度 5.5ｍ付近の有効土被り圧

（75kN/m2）を大きく超過しない圧で定常注入を行った。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3.4 注入経過（①ＭＢ水注入）  図-2.3.5 注入経過（②空気注入） 
 

③ＭＢ水の水頭圧注入「注入井 2」、「観測井 2、3」 
注入方法は、パッカーを使用せず、井戸内に注入したＭＢ水の水位のみによる水頭圧

注入を行った。注入結果を図-2.3.6 に示す。①ＭＢ水注入と同様に注入量が低下した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.6 注入経過（③MB 水の水頭圧注入） 
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2.3.2 地盤不飽和化モニタリング結果 
不飽和領域を把握するため、Ｐ波速度の変化の測定、井戸内に到達する気泡の観測、

および地盤の電気抵抗の変化を測定した。以下に測定結果の概要を示す。 
 
（1）Ｐ波速度の変化 

不飽和化前後の P 波測定では、前述の結果に示すように深度方向に均一に 1500m/s
から 1000m/s 程度に低下している。これを図-2.3.7 に示す既往測定例 9）と比較すると、

飽和度 Sr＝90～100％間における P 波の急変域に該当しており、飽和度が低下してい

る可能性を示す。 
なお、今回は部分的な測定であるが、不飽和化領域としては、P 波測定位置が注入井

1 から水平距離 3ｍにあることから、少なくとも注入井 1 から半径 3ｍの範囲は飽和度

が低下している可能性を示すものである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.7 不飽和化前後の地盤の飽和度と既往の飽和度と P 波の関係 9） 
 
（2）井戸内の気泡観測 

観測井への気泡到達状況を図-2.3.8 に示す孔内カメラ（ＧラインスコープⅡ）14）に

よる目視観測を行った。気泡を確認した位置と深度を図-2.3.9 にまとめた。今回確認

した範囲では、何れの場合も深度 3.3～4.1ｍの地下水位面に近い、比較的に浅い深度

に限られている。また、原因は不明であるが、観測井 2 では観測期間中に一度も気泡

を確認していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.8 孔内カメラと気泡確認例 
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図-2.3.9 気泡の目視位置と深度 
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（3）地盤の電気抵抗の変化 
地盤の電気抵抗は 2 種類（2 電極使用と 4 電極使用）の測定を行った。 
 
1）2 電極を使用した電気抵抗測定 

2 電極による測定は図-2.3.10 に示す回路素子測定器（LCR ハイテスタ）15）を使用

した。観測井戸に設置された 2 電極間において、定電圧（0.1V）の周波数 1ｋHz で

通電し、電気抵抗（インピーダンス Z）を計測した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.10  LCR ハイテスタの概要 15） 
 
2）4 電極を使用した電気抵抗測定 

4 電極による測定は、図-2.3.11 に示す高密度電気探査装置（NEXT－400RS）16）

を使用した。観測井に設置された 2 つの電極間（電流電極）に電流を流し、別の観測

井に設置された 2 つの電極間（電圧電極）の電圧を測定し、比抵抗を算出した。また、

地盤内の見かけの比抵抗分布を推定するため、図-2.3.12 に示すような測定概念を用い

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.11 高密度電気探査装置の概要 16） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.12 電気比抵抗の測定概念（ダイポール・ダイポール法）17） 

LCR ハイテスタ 3532-50 

高密度電気探査装置（NEXT－400RS）

-1 
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異なる二つの井戸間で測定した変化率の深度分布例を図-2.3.13（1）（2）に示す。2
電極測定は同一深度の 2 電極間を測定し、4 電極は深さ 50cm 毎の平均的な値を測定し

ている。変化率は不飽和化前の抵抗（比抵抗）に対して、各注入段階①～③での変化の

割合を示す。 
 
①ＭＢ水注入 

2 電極と 4 電極測定ともに、MB 水注入に伴い対象地層全体で比抵抗が増加し、地

層下部でより増加が大きい。また、注入井からの水平距離 2～4ｍでは変化が顕著であ

るが、4ｍを超えると変化率が小さくなる。 
 
②空気注入 
先行注入したＭＢ水残留の影響により層全体で比抵抗が減少する傾向がみられたた

め、ここでは空気注入開始（12/6）を初期とする変化率としてまとめた。2 電極測定

では顕著な変化が確認できないが、4 電極測定では層上部では比抵抗が増加した。注

入①と同様に注入井からの水平距離 2～4ｍでは変化が見られるが、4ｍを超えると変

化率が小さくなる。 
 
③ＭＢ水の水頭圧注入 
注入方法は、前述①②が注入装置のパッカー間注入に対し、③はパッカーを使用し

ない水頭差注入を行った。観測井 2、3 は注入井に近い範囲（水平距離 2ｍ以内）の比

抵抗変化を確認したものである。観測井 2、3 からの注入では、概ね全深度で比抵抗

が増加しており、水頭差のみでも注入できる可能性を示すものである。 
なお、4 電極測定は 2 電極測定に比べ測定区間による変化率の違いが小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.13（1）測定電極の深度分布 
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（a）2 電極測定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（b）4 電極測定 
 

図-2.3.13（2） 変化率の深度分布 
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2.3.3 不飽和化による影響調査結果 
不飽和化実験による影響調査として、（1）地下水の比抵抗測定、（2）地盤変位（沈

下）、（3）地下水位の変化の調査を行った。 
 
（1）地下水の比抵抗測定結果 

地盤の電気抵抗測定では、地下水の比抵抗が変化する場合、地盤の比抵抗に影響す

る可能性がある。一般に電気伝導度（率）σと比抵抗ρの間にはρ＝1/σの関係があ

ることから、地下水の電気伝導度を測定し、同式より地下水の比抵抗を算出した。 
ＭＢ水や空気注入時における水に比抵抗の経時変化を図-2.3.14 に示す。①ＭＢ水

（水道水）の注入では、殆ど比抵抗に変化はみられない。②空気注入中でも水の比抵

抗は殆ど変化していない。ただし、水道水の比抵抗が若干低下しており、水道水も比

抵抗が一定ではなく、変化する可能性があることを示している。また、③ＭＢ水を直

接観測井 2 観測井 3 に注入した場合は、水の比抵抗が 18～20Ωｍ程度増加している。

これは、比抵抗が異なる地下水が浸透すると、地盤の電気抵抗も変化する可能性があ

ることを示すものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.14 各井戸水の比抵抗の経時変化 
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（2）地盤変位の計測結果 
不飽和化実験では、MB 水と空気を地盤中への注入による地表面変位の発生の有無

の確認を行った。ここでは、注入井 1 周辺を中心に地盤高計測杭を設置し、注入実験

中における鉛直変位の経時変化を測定した。地盤変位の経時変化を図-2.3.15 に示す。

図-2.3.15 によると、注入に伴う地盤の鉛直変位は見られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.15  MB 水および空気の地盤への注入による地盤高さの経時変化 
 
（3）地下水位の計測結果 

不飽和化実験における地下水位への影響を確認するため、地下水位の経時変化を測

定した。測定結果を図-2.3.16 に示す。図-2.3.16 によると、MB 水を直接井戸内に注

入した場合を除き、注入実験による地下水位への影響は小さい。むしろ、降水量が多

い場合（20mm 程度以上）、地下水位が降水に連動して変化しているように見える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.3.16 地下水位計の測定結果（例） 
 

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

9/20 9/30 10/10 10/20 10/30 11/9 11/19 11/29 12/9 12/19 12/29 1/8 1/18

鉛
直

変
位

（
㎝

）

測定日（月/日）

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.7

No.8

No.9

No.10

No.11

No.12

No.14

No.15

①MB水注入

注入井1

②空気注入

注入井1

③MB水注入

注入井2
観測井2，3

No.1

注入井1

観測井1

査井戸

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.7

No.8

No.9

No.10

No.11

No.12

No.13

No.14

No.15

観測井2

観測井3

観測井4

観測井5

地盤高

0

10

20

30

40

50

60

11/15 11/20 11/25 11/30 12/5 12/10 12/15 12/20 12/25 12/30 1/4 1/9 1/14 1/19 1/24 1/29

降
水

量
ｍ

ｍ

気象庁（船橋）

-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

11/15 11/20 11/25 11/30 12/5 12/10 12/15 12/20 12/25 12/30 1/4 1/9 1/14 1/19 1/24 1/29

地
下

水
位

G
L(

ｍ
)

観測井No.1

①MB水注入

注入井1

②空気注入

注入井1 ③MB水注入

注入井2 観測井2，3



 36

2.4 原位置飽和度と液状化強度の測定結果 
不飽和化後の原位置地盤の飽和度と液状化強度を確認するため、凍結サンプリングによ

る不撹乱試料採取を行った。以下に、凍結サンプリング結果と飽和度測定結果、および液

状化試験結果を示す。 
 
2.4.1 凍結サンプリング結果 

不撹乱試料の採取は、図-2.4.1 に示す凍結位置において地盤凍結サンプリングを実

施した。凍結管を中心とした半径 0.5ｍの範囲を凍結し、4 箇所（FS-1～4）で不撹乱

試料の採取で行った。凍結管の位置は、注水井 1 と観測井 3 を結んだ直線上の注水井

1 から水平距離 3.0ｍの位置とした。凍結サンプリングの手順を図-2.4.2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.1 凍結サンプリング位置 
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 37

凍結サンプリングした試料を図-2.4.3 にまとめた。このうち、飽和度測定は、FS-2
地点の①～⑩試料と、FS-1～4 地点の液状化強度試験用の試料で測定した。また、液

状化試験は、Ｎ値＝9 の上部試料（GL-4.0～4.3ｍ）と、Ｎ値＝9～20（平均 15）の下

部試料（GL5.7～6.2ｍ）で実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.3  採取試料一覧と試験試料深さ 
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2.4.2 飽和度測定結果 
原位置の飽和度は、採取した凍結試料で実測し、電気比抵抗変化率から換算した飽和

度と比較した。 
 
（1）不攪乱試料による飽和度測定結果 

採取した凍結試料の飽和度 Sr の実測は、下式の関係を用いた。ここで、凍結試料

の湿潤密度は凍結状態で測定しているため、氷の密度を 0.917g/cm3として測定結果を

下記のように補正した。 
原位置の飽和度測定結果を図-2.4.4 に示す。これによると、上部の深度 4ｍ付近で

80～85％程度の飽和度を示すが、それ以外の深度は概ね 90～95％の飽和度を示す。 
 
Ｓr0＝Ｗ0・ρs／ｅ0  ……………（1） 
Ｗ0＝ＷF／0.917 …………………（2） 
ρt0＝ρd0×(1＋Ｗ0／100）………（3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.4 不攪乱試料による飽和度測定結果 

Ｗ0：氷の密度を補正した含水比（％） 
ＷF：氷の状態で測定した含水比（％） 
ρt0：氷の密度を補正した湿潤密度（g/cm3） 
Ｓr0：氷の密度を補正した飽和度（％） 
ρs：土粒子の密度(g/cm3）．凍結の状態によらず一定 
ρd0：乾燥密度(g/cm3）．凍結の状態によらず一定 
e0：間隙比．凍結の状態によらず一定 
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（2）比抵抗からの飽和度換算 
比抵抗から飽和度へ換算は、アーチーの式（4）18)により、不飽和前後で間隙率、水

の比抵抗に変化が無いと仮定した場合、不飽和化後の飽和度 Sr2 はρ1 とρ2 を用いて

（5）式のように表される。 
 

 
  ……（4） 
 
 
 
 ………………（5） 
 

 
今回 MB 水注入では、地下水の比抵抗と異なる水道水を使用しているため、注入前

後の井戸内水の比抵抗変化を確認している（前述 2.3.3（1）参照）。MB 水注入前後で、

注入井戸では変化が大きいものの、未注入井戸では変化は比較的に小さかった。そこで

参考までに比抵抗変化の少ない井戸間（1→4 間）の比抵抗測定値を用いて、（B）式に

よる飽和度換算を行った。換算は、飽和状態（11/21）に測定した比抵抗ρ1と凍結採取

時（1/14）に測定した比抵抗ρ2の変化の割合とした。比抵抗からの飽和度換算例を図

-2.4.5 に示す。これによると、換算値は凍結試料と同等の値が得られており、水の比抵

抗変化が少ない場合は飽和度への換算の可能性を示している。ただし、今回測定の比抵

抗値には、注入井戸からの浸透水の影響も含まれるため、飽和度換算には、今後、補正

方法の検討など、その精度を確認する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.5 電気比抵抗からの飽和度換算例 
 

3

4

5

6

7

65 70 75 80 85 90 95 100

飽和度（％）

凍結試料

比抵抗換算（井戸間1→4）

深度
GL-（ｍ）

Ｎ 値

0 10 20 30 40 50

観測井2

観測井3

注入井2

観測井1

観測井4

観測井5

観測井6

井戸水の比抵抗（Ωｍ）

ＭＢ注入前

ＭＢ注入後

ＭＢ水を

注入した井戸

ＭＢ水を

注入していない井戸

11/17

1/22

2

1
2 


rS

w
n

r
m Sa   a：比例定数、φ：間隙率、Ｓr：飽和度、ρw：水の比抵抗 

a、ｍ、ｎ：地盤に固有な係数 
砂の場合ｎ＝2 が用いられる 

時間 t1、t2において、飽和状態がＳr1からＳr2に変化する場合、 
砂の比抵抗はρ1からρ2に変化する 



 40

2.4.3 液状化強度の評価結果 
液状化試験は、上部試料（N 値がほぼ 9 前後の深さ 4.2m の試料）および下部試料

（N 値がほぼ 15 前後で深さ 6.0m の試料）を用いて行った。採取された試料の飽和度

は、前述図-2.4.4 に示すように概ね 90～95％の幅があるため、不飽和試料の液状化試

験は、飽和度を 90％に揃えて実験を行った。また、飽和試料（B 値を 0.95 以上）で

も液状化試験を行い、不飽和化の効果の比較を行った。 
図-2.4.6 に飽和試料と不飽和試料の液状化強度試験結果を示す。飽和度が 10%低下

することにより、繰り返し回数が 15 回での液状化強度は N 値が 9 の上部試料で 1.8
倍程度、N 値が約 15 の下部試料で約 1.4 倍の強度増加を確認できた。この結果は、

既往 9）の再調整試料および同様な原位置から採取した不撹乱試料の試験結果（2～2.2
倍）より小さめの値となっているが、地盤不飽和化による液状化強度の増加を確認で

きた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.6 液状化試験結果 
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図-2.4.7はN 値と粒度特性を用い

て建築基礎構造設計指針の液状化

簡易判定法で推定した液状化強度

と不撹乱試料で求めた液状化強度

を比較したものである。K0=0.5 と仮

定すると、飽和試料の 15 回の繰り

返しせん断での液状化強度は、建築

基礎構造設計指針の液状化強度（N
値、有効上載圧および試料の細粒分

含有率により推定）とほぼ同等であ

る。これは、当該実験敷地が 3/11
の地震で液状化し、地盤沈下した観

察事実とほぼ整合している。Ko＝
1.0 と仮定した場合は、不攪乱試料

の液状化強度は推定値よりも大き

な値を与えている。 
また、不飽和化による液状化強度

の増加は、Ｎa 値相当で考えると、

上部の緩い地盤でΔNa=12、下部の

密な地盤でΔNa=5 程度であり、緩

い地盤で強度増加が顕著のようで

ある。 
図-2.4.7 液状化試験結果 

 
地盤不飽和化により対象地盤の P 波速度は飽和状態の 1500m/s～1600m/s から約

1000m/s に低下した。既往研究 9）で得られた液状化強度比（不飽和試料の液状化強度

／飽和試料の液状化強度）と P 波速度の関係に本研究結果を追加記入して示したのが

図-2.4.8 である。概ね、既往の結果と対応している。ばらつきはあるが、地盤の飽和

度を推定する方法として、飽和度が 90％程度の範囲では P 波速度にも有用性がある

といえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.4.8 Ｐ波と液状化強度比の関係 9） 
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３．研究開発の成果 
 
3.1 研究結果のまとめ 
（1）動的遠心載荷実験による不飽和化工法の液状化被害低減効果の確認 

動的遠心載荷装置を用いて、実大規模の不飽和地盤の液状化被害低減効果を評価し

た。実験により得られた成果は以下の通りである。 
①マイクロバブル水の注入により、飽和度を 10%低下させた模型砂地盤は、飽和地盤

に比べて、過剰間隙水圧の上昇速度がかなり小さくなり、かつ、最終的な上昇量も大

幅に低下させることができた。その結果、不飽和地盤は液状化しなかった。 
②不飽和地盤でも、過剰間隙水圧の上昇により、地盤の沈下はみられた。しかし、地

盤の沈下量は飽和地盤の 1/2 から 1/3 に低下した。 
上記の実験結果より、地盤不飽和化工法は液状化による被害の低減に有効であるこ

とが実地盤応力のもとでの振動実験結果で示された。 
 
（2） 不飽和砂地盤の液状化強度の評価 

原位置の不飽和化後地盤から凍結サンプリング法で採取した不撹乱試料を用いて、

液状化実験を行った。得られた成果は以下の通りである。 
①飽和度が 10%低下した試料は飽和試料に比べて、15 回の繰り返しせん断での液状

化強度は 1.4～1.8 倍程度の強度増加を確認できた。この結果は、既往 9）の再調整試

料および同様な原位置から採取した不撹乱試料の試験結果と概ね対応している。  
②P 波速度の低下に伴う、液状化強度の増加を確認した。この結果は、ばらつきはあ

るものの、既往 9）の再調整試料および同様な原位置から採取した不撹乱試料の試験結

果と概ね対応している。よって、P 波速度は液状化強度を評価する方法として有用で

あると考えられる。 
 
（3） 不飽和化システムの確立 

原位置の地盤調査と井戸設置および不飽和化実験により、不飽和化システムとして

必要な項目を整理した。得られた知見は以下の通りである。 
①不飽和化を行う対象層を決定するためには、地盤調査や情報収集を行い、地盤特性

を正確に把握する必要がある。 
②効率的に地盤不飽和化するには、井戸の材質や性能を適切に設定する必要がある。 
③ＭＢ水および空気のどちらの注入方法でも、地盤を不飽和化できる可能性を確認し

た。なお、今回の実験では、ＭＢ水は深い層でより注入効果が表れやすく、空気注入

では浅い層でより注入効果を表れやすい傾向があった。これは地盤条件や改良条件な

どにより適切な注入方法を選択する必要があることを示すものである。 
④ＭＢ水の注入の場合、注入に伴い注入量が徐々に低下し、注入を継続すると注入可

能量が少なくなる。地盤中の土粒子間にトラップされた気泡が、地盤の透水性を低下

させている。 
 
（4） 不飽和領域の評価法の確立 

P 波速度の変化測定と、井戸内の気泡確認、および地盤の電気抵抗を測定すること

で地盤の飽和度の変化を測定した。また、凍結サンプリング試料により直接地盤の飽

和度を測定し、比較を行った。得られた知見は以下の通りである。 
①P 波速度の変化により、飽和度が低下している可能性を確認した。なお、今回は部

分的な測定のため、不飽和領域を把握するためには、測定精度を含めた測定方法の検

討が必要である。 
②測井への気泡到達状況を井戸内カメラで直接目視することができた。なお、今回確

認した気泡は、比較的浅い深度に限定されており、かつ一部の井戸では未確認であっ
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た。気泡到達の確認のより不飽和領域の概要を把握できるが、飽和度を定量的に評価

することは困難である。 
③不飽和実験に伴い地盤の電気抵抗を三次元的な経時変化を計測することで、注入範

囲や飽和度を概ね把握することができた。ただし、注入水の比抵抗などが影響する可

能性があり、測定精度を上げるには、これらの影響を補正する方法の検討が必要であ

る。 
④凍結サンプリング試料を用いて、原地盤の飽和度を測定することができた。今後は

より経済的な飽和度測定法の検討が必要である。 
 
3.2 研究課題に対する成果 
研究課題に対する成果（得られた知見）を表-3.2.1 にまとめた。 

 
表-3.2.1 研究成果のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3 今後の課題 
砂地盤不飽和化による液状化対策工法の実用化に向けて、今後の課題を以下にまと

めた。 
 

（1）設計法 
・地盤特性に応じた、適切な注入井戸間隔および深さの設定法の開発 
・本工法の適応地盤条件の検討 
 

（2）施工法 
・地盤条件と改良条件に応じた適切な注入方法と注入量の検討 
・地盤の飽和度の測定精度の向上 
・不飽和性能の維持のための追加注入の時期の設定方法の検討 
 
 
 

－以 上－ 

開発
目標

課題 研究課題
具体的

実験内容
研究成果（得られた知見）

①
実大規模での
液状化被害低
減効果の確認

動的遠心載荷実験
地盤不飽和化工法は液状化による被害の低減に有効で
あることを，動的遠心載荷実験により示した。

②
不飽和砂地盤
の液状化強度
の評価

凍結サンプリング
試料を用いた液状

化強度試験

10%の飽和度低下により、液状化強度が1.4～1.8倍に
増加したことは、本工法が液状化による被害の低減に
有効であることを改めて、実地盤試料で示した。

③
不飽和化シス
テムの確立

地盤調査，井戸設
置と気泡注入実験

地盤の不飽和化には，井戸内へのマイクロバブル注入
や空気注入による気泡注入が有効であることを示し
た。

④
不飽和領域の
評価法の確立

モニタリングと原
位置飽和度実測

地盤の電気抵抗の変化測定は，不飽和領域のモニタリ
ングに有効であり，凍結サンプリングは原位置の飽和
度実測に有効であることを示した。

設
計
法

施
工
法
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